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（単位：百万円）

金額 金額
【資産の部】 【負債の部】

固定資産 964,136 固定負債 267,453

有形固定資産 929,590 地方債等 176,593

事業用資産 216,030 長期未払金 247

土地 136,437 退職手当引当金 21,138

立木竹 2 損失補償等引当金 -

建物 208,865 その他 69,474

建物減価償却累計額 △133,726 流動負債 25,175

工作物 39,110 1年内償還予定地方債等 17,448

工作物減価償却累計額 △35,034 未払金 2,864

船舶 - 未払費用 -

船舶減価償却累計額 - 前受金 41

浮標等 - 前受収益 -

浮標等減価償却累計額 - 賞与等引当金 2,967

航空機 - 預り金 1,195

航空機減価償却累計額 - その他 660

その他 - 292,628

その他減価償却累計額 - 【純資産の部】

建設仮勘定 376 固定資産等形成分 980,460

インフラ資産 704,003 余剰分（不足分） △257,222

土地 490,414 他団体出資等分 -

建物 6,653

建物減価償却累計額 △3,595

工作物 378,635

工作物減価償却累計額 △171,874

その他 -

その他減価償却累計額 -

建設仮勘定 3,771

物品 33,475

物品減価償却累計額 △23,919

無形固定資産 8,776

ソフトウェア 182

その他 8,594

投資その他の資産 25,770

投資及び出資金 411

有価証券 249

出資金 162

その他 -

長期延滞債権 3,416

長期貸付金 220

基金 21,105

減債基金 2,248

その他 18,857

その他 1,424

徴収不能引当金 △807

流動資産 51,729

現金預金 27,611

未収金 7,688

短期貸付金 16

基金 16,308

財政調整基金 16,308

減債基金 -

棚卸資産 130

その他 59

徴収不能引当金 △81
繰延資産 - 723,237

1,015,865 1,015,865

純資産合計
資産合計 負債及び純資産合計

負債合計

【様式第１号】

連結貸借対照表
（令和５年３月31日現在）

科目 科目
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（単位：百万円）

金額

経常費用 354,260

業務費用 154,474

人件費 44,800

職員給与費 35,119

賞与等引当金繰入額 2,949

退職手当引当金繰入額 2,063

その他 4,669

物件費等 78,293

物件費 58,702

維持補修費 2,813

減価償却費 16,859

その他 △80

その他の業務費用 31,381

支払利息 1,176

徴収不能引当金繰入額 720

その他 29,485

移転費用 199,786

補助金等 150,108

社会保障給付 49,633

その他 45

経常収益 68,273

使用料及び手数料 28,687

その他 39,586

純経常行政コスト 285,987

臨時損失 65

災害復旧事業費 -

資産除売却損 55

損失補償等引当金繰入額 -

その他 10

臨時利益 225

資産売却益 57

その他 168

純行政コスト 285,827

【様式第２号】

連結行政コスト計算書
自　　令和４年４月 １日
至　　令和５年３月31日

科目
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（単位：百万円）

固定資産
等形成分

余剰分
（不足分）

他団体出資等分

前年度末純資産残高 718,609 982,302 △263,692 -

純行政コスト（△） △285,827 △285,827 -

財源 288,358 288,358 -

税収等 168,900 168,900 -

国県等補助金 119,457 119,457 -

本年度差額 2,530 2,530 -

固定資産等の変動（内部変動）

有形固定資産等の増加

有形固定資産等の減少

貸付金・基金等の増加

貸付金・基金等の減少

資産評価差額 -

無償所管換等 2,076

他団体出資等分の増加 - -

他団体出資等分の減少 - -

比例連結割合変更に伴う差額 5

その他 16

本年度純資産変動額 4,628 △1,843 6,471 -

本年度末純資産残高 723,237 980,460 △257,222 -

【様式第３号】

連結純資産変動計算書
自　　令和４年４月 １日
至　　令和５年３月31日

科目 合計

省 略



【連結財務書類 注記事項】 

1 重要な会計方針 

⑴ 有形固定資産及び無形固定資産の評価基準及び評価方法

① 有形固定資産･･････････････････････････････取得原価

ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。

ア 昭和59年度以前に取得したもの････････････再調達原価

ただし、道路、河川及び水路の敷地は備忘価額１円としています。

イ 昭和60年度以後に取得したもの

取得原価が判明しているもの･･････････････取得原価

取得原価が不明なもの････････････････････再調達原価

ただし、取得原価が不明な道路、河川及び水路の敷地は備忘価額１円としています。

② 無形固定資産･･････････････････････････････取得原価

ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。

取得原価が判明しているもの････････････････取得原価

取得原価が不明なもの･･････････････････････再調達原価

⑵ 有価証券及び出資金の評価基準及び評価方法

① 満期保有目的以外の有価証券

市場価格のないもの････････････････････････取得原価

② 出資金

市場価格のないもの････････････････････････出資金額

⑶ 棚卸資産の評価基準及び評価方法

① 総平均法による低価法

ただし、一部の連結対象団体（会計）においては、先入先出法による原価法、最終仕入原価法に

よっています。 

⑷ 有形固定資産等の減価償却の方法

① 有形固定資産（リース資産を除きます。）･････定額法

なお、主な耐用年数は以下のとおりです。

建物  3年～60年 

工作物  5年～60年 

物品  2年～20年 

② 無形固定資産（リース資産を除きます。）･････定額法

（ソフトウェアについては、本市における見込利用期間（５年）に基づく定額法によっていま

す。） 
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③ リース資産

ア 所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産

･･････････自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法 

イ 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

･･････････リース期間を耐用年数とし、残存価値をゼロとする定額法 

⑸ 引当金の計上基準及び算定方法

① 徴収不能引当金

過去３年間の平均不納欠損率又は個別に回収可能性を検討し、徴収不能見込額を計上していま

す。 

② 退職手当引当金

期末自己都合要支給額を計上しています。

ただし、一部の連結対象団体においては、主として期末における退職給付債務及び年金資産の見

込み額に基づき計上しています。 

③ 賞与等引当金

翌年度６月支給予定の期末手当及び勤勉手当並びにそれらに係る法定福利費相当額の見込額に

ついて、それぞれ本会計年度の期間に対応する部分を計上しています。 

⑹ リース取引の処理方法

① ファイナンス・リース取引

ア 所有権移転ファイナンス・リース取引（リース期間が１年以内のリース取引及びリース料総額

が300万円以下のファイナンス・リース取引を除きます。） 

通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。 

イ ア以外のファイナンス・リース取引

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。

② オペレーティング・リース取引

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。

⑺ 消費税等の会計処理

消費税等の会計処理は、税込方式によっています。

ただし、一部の連結対象団体（会計）については、税抜方式によっています。
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2 追加情報 

⑴ 連結対象団体(会計)

団体（会計）名 区分 連結の方法 比例連結割合 

国民健康保険特別会計 地方公営事業会計（その他） 全部連結 － 

松戸競輪特別会計 地方公営事業会計（その他） 全部連結 － 

公設地方卸売市場事業特別会計 地方公営事業会計（その他） 全部連結 － 

後期高齢者医療特別会計 地方公営事業会計（その他） 全部連結 － 

駐車場事業特別会計 地方公営事業会計（その他） 全部連結 － 

介護保険特別会計 地方公営事業会計（その他） 全部連結 － 

松戸都市計画事業新松戸駅東側
地区土地区画整理事業特別会計 

地方公営事業会計（その他） 全部連結 － 

松戸市相模台地区土地 
区画整理事業特別会計 

地方公営事業会計（その他） 全部連結 － 

水道事業会計 地方公営事業会計（公営企業） 全部連結 － 

病院事業会計 地方公営事業会計（公営企業） 全部連結 － 

下水道事業会計 地方公営事業会計（公営企業） 全部連結 － 

北千葉広域水道企業団 一部事務組合・広域連合 比例連結 2.99 ％ 

千葉県後期高齢者医療広域連合 一部事務組合・広域連合 比例連結 7.92 ％ 

千葉県市町村総合事務組合 一部事務組合・広域連合 比例連結 

一般会計 

（退手事業以外） 

1.55 ％ 
千葉県自治研修 

センター特別会計

1.16 ％ 

社会福祉法人 
松戸市社会福祉協議会 

第三セクター等 全部連結 － 

公益社団法人 
松戸市シルバー人材センター 

第三セクター等 全部連結 － 

公益財団法人 
松戸みどりと花の基金 

第三セクター等 全部連結 － 

公益財団法人 
松戸市国際交流協会 

第三セクター等 全部連結 － 

公益財団法人 
松戸市文化振興財団 

第三セクター等 全部連結 － 

連結の方法は次のとおりです。 

① 地方公営事業会計は、全て全部連結の対象としています。

なお、松戸市相模台地区土地区画整理事業特別会計については、本年度に新設されました。

② 一部事務組合・広域連合は、各構成団体の経費負担割合等に基づき比例連結の対象としていま

す。 
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③ 第三セクター等は、出資割合等が50％を超える団体（出資割合等が50％以下であっても業務運営

に実質的に主導的な立場を確保している団体を含みます。）は、全部連結の対象としています。 

⑵ 出納整理期間

地方自治法第235条の５に基づき出納整理期間が設けられている団体（会計）においては、出納整

理期間における現金の受払い等を終了した後の計数をもって会計年度末の計数としています。 

なお、出納整理期間を設けていない団体（会計）と出納整理期間を設けている団体（会計）との間

で、出納整理期間に現金の受払い等があった場合は、現金の受払い等が終了したものとして調整して

います。 

⑶ 表示単位未満の取扱い

百万円未満を四捨五入して表示しているため、合計金額が一致しない場合があります。

⑷ 売却可能資産

① 売却可能資産の範囲の範囲及び内訳は、次のとおりです。

ア 範囲

令和５年度予算において、計上している財産収入（不動産売払収入）

イ 内訳

事業用資産 73 百万円 

土地    73 百万円 

令和５年３月31日時点における売却可能価額を記載しています。 

売却可能価額は、地方公共団体の財政の健全化に関する法律における評価方法によっていま

す。 
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①有形固定資産の明細 （単位：百万円）

前年度末残高
（A）

本年度増加額
（B）

本年度減少額
（C）

本年度末残高
（A）＋（B）－（C）

（D）

本年度末
減価償却累計額

（E）
本年度償却額

（F）

本年度末
減損損失累計額

（G）
本年度減損額

（H）

差引本年度末残高
（D）－（E）－（G）

（I）

378,634 8,413 2,257 384,790 168,760 4,249 - - 216,030

135,447 999 9 136,437 - - - - 136,437

2 - - 2 - - - - 2

203,578 5,319 32 208,865 133,726 4,091 - - 75,139

37,293 1,816 - 39,110 35,034 158 - - 4,076

- - - - - - - - -

- - - - - - - - -

- - - - - - - - -

- - - - - - - - -

2,314 278 2,216 376 - - - - 376

871,626 11,979 4,132 879,472 175,469 9,833 - - 704,003

489,472 942 1 490,414 - - - - 490,414

6,229 426 2 6,653 3,595 144 - - 3,058

373,034 5,714 113 378,635 171,874 9,689 - - 206,760

- - - - - - - - -

2,890 4,897 4,016 3,771 - - - - 3,771

32,678 2,107 1,310 33,475 23,919 2,214 - - 9,556

1,282,938 22,499 7,700 1,297,737 368,148 16,296 - - 929,590

②有形固定資産の行政目的別明細 （単位：百万円）

12,786 121,449 9,052 50,345 654 5,787 15,958 - 216,030

6,869 88,706 6,080 21,509 264 2,073 10,937 - 136,437

- - - 2 - - - - 2

5,231 32,208 2,913 26,227 371 3,230 4,958 - 75,139

637 240 59 2,580 19 478 63 - 4,076

- - - - - - - - -

- - - - - - - - -

- - - - - - - - -

- - - - - - - - -

48 295 - 28 - 5 - - 376

687,939 1,216 - 14,781 31 - 36 - 704,003

489,178 - - 1,204 31 - - - 490,414

1,717 605 - 705 0 - 31 - 3,058

193,675 602 - 12,478 - - 5 - 206,760

- - - - - - - - -

3,368 9 - 394 - - - - 3,771

2,162 1,177 62 4,955 0 475 725 - 9,556

702,886 123,843 9,113 70,082 686 6,262 16,718 - 929,590合計

　　建設仮勘定

インフラ資産

　　土地

　　建物

　　工作物

　　その他

　　船舶

　　浮標等

　　航空機

　　建設仮勘定

 物品

　　その他

総務 その他 合計

 事業用資産

　　土地

産業振興 消防
生活インフラ・

国土保全
教育 福祉 環境衛生区分

　　建物

　　工作物

　　工作物

　　その他

　　建設仮勘定

 物品

合計

　　立木竹

　　建物

  土地

　　立木竹

　　建物

　　工作物

　　船舶

　　浮標等

　　航空機

　　その他

　　建設仮勘定

インフラ資産

　　土地

 事業用資産

連結附属明細書
【様式第５号】

１．連結貸借対照表の内容に関する明細

（１）資産項目の明細

区分
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